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２．事業の目的と概要 

This project aims to promote sustainable agricultural conditions for poverty reduction 

in Kampong Cham Province, Cambodia. 

（１）上位目標 カンボジア国コンポンチャム州の農村域において、持続可能な農業

生産基盤が整い、農家の貧困が削減される 

（２）事業の必要性（背景） 

 

（ア）事業実施国における一般的な開発ニーズについて 

 カンボジア国は 1990年代まで続いた内戦の影響もあり、東南アジ

ア地域において開発が最も遅れている国の一つである。近年におい

ては、国の政策のもと外国資本の流入とともに、経済成長を進めて

きた。それにより一日 1.25 US ドル以下で生活している人々の割合

（貧困度）は、2007 年には人口の 31％であったが 2011 年には 10%

にまで低下した。また 2009年にはミレニアム開発目標の目標 1「極

度の貧困及び飢餓の撲滅」におけるターゲットを達成している。し

かし一方で貧富の差は拡大している上に、多くの貧困層から脱した

人々も農作物の不作や経済不況による影響で再び貧困層に戻る事例

が多い。特に、大多数の人々が農業セクターに従事しているため、

農業分野における開発支援は急務といえる。また、カンボジア国内

にはこれらの問題に対して解決していく人材が不足しており、国際

的な支援が不可欠となっている。 

（イ）「持続可能な開発目標（SDGs）」について 

そこで本事業は、持続可能な開発目標（SDGs）における以下の目

標とターゲットへの貢献を目指し、開発支援を進めていく。 

「目標 2. 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、

持続可能な農業を促進する」、「2.4 2030年までに、生産性を向上さ

せ、生産量を増やし、生態系を維持し、気候変動や極端な気象現象、

干ばつ、洪水及びその他の災害に対する適応能力を向上させ、漸進

的に土地と土壌の質を改善させるような、持続可能な食料生産シス

テムを確保し、強靭（レジリエント）な農業を実践する。」 

（ウ）外務省の国別開発協力方針（国別援助方針）について 

本事業は外務省のカンボジア国に対する国別開発協力方針に沿っ

て援助活動を行うものである。同国に対する基本方針（大目標）は、

「カンボジア国政府が掲げる「四辺形戦略」を基盤とする同国の開

発目標達成を支援し、ASEAN が進める統合、連結性の強化、域内の

格差是正を図るとともに、人間の安全保障および環境の持続可能性

を確保する観点から、援助の重点分野を「経済基盤の強化」、「社会

開発の促進」及び「ガバナンスの強化」の 3 分野とする」となって

いる。その中において本事業では、重点分野である「経済基盤の強

化」において農業・農村開発に焦点を当てる。そこで、農業セクタ

ーの進行および貧困農家の生計向上を図るため、主要作物であるコ

メのみならず畑作物の生産性と品質の向上を目指し、減化学肥料・

減農薬の資源循環型農法を普及する。これらを通して、現地農家の

貧困削減を図り持続可能な農業生産基盤を構築して、営農の改善と

多様化への支援を行う。 

（エ）申請事業の内容（事業地、事業内容）について 

本事業はカンボジア国コンポンチャム州を対象としたものであ

る。同州は国東部のメコン川流域に位置し、コメの生産を中心に、

資源循環型農法： 地域内の森林域や農村

域で収集できる自然資源や有機資源を利

活用して、農業基盤の地力を維持して病害

虫を防ぐことのできる持続可能性の高い

農法を指す。有機資源に 100%依存する有

機農法と異なり、必要に応じて化学肥料や

農薬の使用は認めるものの、適正かつ最小

限の利用が求められる。 
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キャッサバや野菜の栽培が盛んな地域である。2004 年には 33.1%で

あったコンポンチャム州の貧困度は 2012 年には 20.4%まで低下し

た。しかし、貧富の差は拡大している上に、多くの貧困層から脱し

た人々も農作物の不作や経済不況による影響で再び貧困層に戻って

しまう事例が多い。 

同国においては、内戦終結後の 1990年代以降、農業の生産性を高

めるため、化学肥料や農薬の使用量が増大傾向にある。本事業対象

地のコンポンチャム州においても例外ではなく、2010年以降急速に

化学肥料や農薬の施用量が増大している。単位面積当たりの農業生

産量は一時的に増大したものの、有機成分の減少に伴う土壌劣化や

池沼や水路での水質汚濁が顕著に見られる他、適正な濃度調整を行

わずに農薬散布を行うため、現地農家の健康被害が頻発している。 

コンポンチャム州サムロンコミューンにおける窒素成分に基づい

た化学肥料の年間平均施肥量は、84 kg/ha/年（稲作）であった（2011

年における本団体アンケート調査結果より）。一方、OECD 諸国中、

化学肥料依存度が 4 番目に高い日本における窒素成分に基づいた化

学肥料の年間平均施肥量は 60～100 kg/ha/年（稲作）であり、コン

ポンチャム州においても日本と同程度の化学肥料を施用している地

域があることが分かる。 

農村の貧困解決と農業生産性の向上は、同国政府の最重要の課題

であるが、化学肥料の購入費が農家経営を大きく圧迫している状況

は深刻である。さらに農業生産性の向上に向けた化学肥料や農薬の

過剰な投入が、長期的には土壌の肥沃度を低下させてしまう。その

ため、化学肥料や農薬の適正な施用を普及するとともに、作物残渣

や家畜糞尿等を活用する資源循環型農法を軸として減化学肥料・減

農薬を州内全域に普及することが急務となっている。そこで、本事

業はコンポンチャム州全域を対象とし、漸進的に土壌の質を改善さ

せて土地生産性を向上するような、持続可能な農業生産基盤を確保

し、強靭（レジリエント）な農業システムの構築を目指していく。 

具体的には、コンポンチャム州の政府関係機関が州全域に対し、

自ら持続可能な資源循環型農法を普及できる体制を構築する。その

ために、大学教育研究機関との協力体制を構築しながら、持続的農

業の普及に係る州農業局および郡農業事務所の職員の能力強化を図

る。併せて、州農業局および郡農業事務所における持続的農業の普

及に係る施設を拡充して、州農業局および郡農業事務所の持続的農

業の普及に係る拠点化を進める。各郡では郡持続的農業推進グルー

プを形成し、同グループを対象に資源循環型農法の技術研修会を開

催するとともに、郡モデル圃場を設置して、各郡全域において資源

循環型農法（堆肥・ペレット堆肥づくり、液肥・生物起源防虫液づ

くり等）を広く普及していく。併せて、各郡の持続的農業推進グル

ープや一般農家が中心となって、減化学肥料・減農薬農産物の集出

荷システムを構築し、日系農産物取扱企業との連携化を進めていく。 

コンポンチャム州の営農形態について、プノンペン周辺のカンダ

ール州、プレイベン州、クラチェ州、コンポンチュナン州、コンポ

ントム州、トボンクムン州等と比較した結果、コンポンチャム州で

は稲作に加えて畑作も広く行われているとともに、他州と異なりコ

ンポンチャム州内における農業生産の特徴が等質的であることが確
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認でき、郡間における違いによる地域性や特殊性を除外できること

に優位性があることが分かっている。また、コンポンチャム州の個

別の農業経営の規模や特徴はカンボジア国全体における農業経営規

模の平均に類似しており、コンポンチャム州における事業の成果を

他州に適用し易いと判断した（参照 別添 1）。 

（オ）これまでの事業の成果・課題について 

 本団体では 2011年 4月から 2016年 3月までの 5年間にかけて、

JICA草の根技術協力事業「カンボジア国コンポンチャム州における

持続可能な農業生産環境の構築」を実施した。上位目標として「環

境に配慮した資源循環型農業がコンポンチャム州全域の農家により

実践される」ことを設定し、具体的なプロジェクト目標として、「コ

ンポンチャム州プレイチョール郡サムロングコミューン内 11 村に

おいて、環境に配慮した資源循環型農業を軸とした生産活動が強化

される」ことを目指して事業を実施した。この事業によってサムロ

ングコミューンにおける多くの農家が持続可能な農業生産技術に関

する知識や農法（堆肥、ペレット堆肥、液肥・生物起源防虫液等）

を習得し、禁止農薬の使用を止め、有機肥料の施肥量が大幅に増加

した。しかし、これらの成果を上げた一方で、同地域における事業

受益者と非受益者との間で知識・技術格差が生じるとともに、上位

目標においたコンポンチャム州全域における普及には至っていな

い。また、それらを達成する上で必要な、州農業局と郡農業事務所

における職員のキャパシティビルディングの不足が課題として残っ

た。 

 そこで、本事業の提案に先立ち、2016 年 6 月から 2017 年 2 月末

にかけて外務省による国際開発協力関係民間公益団体補助金事業

「カンボジア国コンポンチャム州における持続可能な農業生産環境

の構築を目指した農業研修センター設立･運営に関する基礎調査」を

実施した。同事業においては、コンポンチャム州における農業生産

基盤および農業生産技術に関する基礎諸元に係る広域調査を実施す

るとともに、州内の全 10郡の農業事務所および現地農家に対して本

事業に関するデモンストレーションワークショップ（研修カリキュ

ラム案の検討や聞き取り調査含む）を実施した。そこで、州農業局

や現地農家より本事業に対する強い要望（参照 別添 2）があること

を把握するとともに、コンポンチャム州広域における持続可能な農

業生産基盤の普及プロセスについても議論を深めることができ、特

に研修カリキュラムについては現地の要望を踏まえたカリキュラム

案（参照 別添 3）を構築することができた。これらの成果を得る過

程で、本事業に向けて現地の重要なステークホルダーとの協力関係

を深化し、本申請事業の必要性を客観的に判断するとともに、事業

内容を具体化することができた。 

 

（３）事業内容 

 

コンポンチャム州の政府関係機関（州農業局および 10の郡農業事

務所）が自ら持続的農業を普及できるようになるため、3 年間の事

業の中で以下の活動に取り組む。 

活動 1：州農業局および郡農業事務所の職員（計 25名）の持続的農

業普及に係わる能力強化（1年目から 3年目） 

コンポンチャム州の政府関係機関である州農業局および 10 の郡
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農業事務所の職員らが自ら持続的農業を普及できるようになるた

め、カンボジア国内のみならず資源循環型農法の先進国であるタイ

国において技術研修を実施する。併せて、習得した知識の定着化の

ため、資源循環型農法ガイド冊子（「土壌肥沃度改善」、「病害虫防除」、

「潅漑技術」の三分冊で構成）を編集発行する。 

活動 1－1：カンボジア国内における技術研修（1年目および 2年目：

年 5回、州農業局および郡農業事務所の職員（計 25名）が対象） 

1 年目：持続的農業における「土壌肥沃度改善」および「病害虫防

除」に関する項目 

2年目：持続的農業における「土壌肥沃度改善」および「潅漑技術」

に関する項目（参照 別添 3） 

①技術研修への参加者を選定する 

②技術研修プログラムおよび関係資料を作成する 

③技術研修を実施して、終了後に理解度テストを実施して習得度を

測る 

④技術研修の成果を測るためのアンケート調査を実施するととも

に、その調査結果を活動 3－2「郡持続的農業推進グループに対する

資源循環型農法の技術研修」および活動 4－1「一般農家に対する資

源循環型農法のワークショップ」に反映する 

活動 1－2：タイ国における技術研修（1年目および 2年目：年 1回、

州農業局および郡農業事務所の職員（計 25名）が対象） 

1 年目：持続的農業における「土壌肥沃度改善」および「病害虫防

除」に関する項目 

2年目：持続的農業における「土壌肥沃度改善」および「潅漑技術」

に関する項目（参照 別添 3） 

①技術研修への参加者を選定する 

②技術研修プログラムおよび関係資料を作成する 

③技術研修を実施して、終了後に理解度テストを実施して習得度を

測る 

④技術研修の成果を測るためのアンケート調査を実施するととも

に、その調査結果を活動 3－2「郡持続的農業推進グループに対する

資源循環型農法の技術研修」および活動 4－1「一般農家に対する資

源循環型農法のワークショップ」に反映する 

活動 1－3：資源循環型農法ガイド冊子の編集出版（1年目から 3年

目） 

①資源循環型農法ガイド冊子の目次案を検討する 

②目次案に従って編集担当者を割り当てる 

③編集後にドラフトを回覧し、校正を加える。ドラフト作成におい

ては、活動 3－2「郡持続的農業推進グループに対する資源循環型農

法の技術研修」の成果を反映させる 

④活動 4「一般農家への資源循環型農法の普及」で活用する資源循

環型農法ガイド冊子（「土壌肥沃度改善」、「病害虫防除」、「潅漑技術」

の三分冊で構成）を発行する。その内、一分冊は 2 年目、二分冊は

3年目に発行する。これらの冊子は活動 4－1において一般農家に配

付して教材として活用するとともに、残部は郡代表農家、州農業局、

郡農業事務所等を通して広く配布する 

活動 2：大学教育研究機関と州農業局および郡農業事務所との協力
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体制の構築（1年目から 3年目） 

州農業局および郡農業事務所のみならず農学教育研究に当たる大

学教育研究機関も農林水産省に属するが、これまで体系的に大学教

育研究機関と州農業局および郡農業事務所が協働して、現場におけ

る農業普及に当たった事例はほとんどない。そこで、州農業局およ

び郡農業事務所における持続的農業の普及に係る拠点化を目指し

て、大学教育研究機関との協力体制を構築していく。 

活動 2－1：持続的農業の普及に係る協定書の締結（1年目） 

①持続的農業の普及に当たって大学教育研究機関と州農業局および

郡農業事務所との協力活動実施案を策定する 

②大学教育研究機関と州農業局および郡農業事務所との間で、持続

的農業の普及に係る協定書を締結する（参照 別添 4） 

活動 2－2：大学教育研究機関との協力体制のもとでの持続的農業の

普及（1年目から 3年目） 

①大学教育研究機関と州農業局および郡農業事務所とが協力して、

持続的農業を普及する。具体的には、活動 1－1、活動 3－2、活動 4

－1 への教員・研究員の講師派遣、ならびに州農業局および郡農業

事務所への学生インターンの適宜派遣による活動協力等を行う（参

照 別添 4） 

②実施後に事業効果に関するアンケート調査を実施して、調査結果

に基づき協力体制を改善する 

活動 3：州農業局および郡農業事務所の持続的農業の普及に係わる

拠点化（1 年目および 2年目） 

活動 1「州農業局および郡農業事務所の職員（計 25名）の持続的

農業普及に係わる能力強化」に加えて、州農業局および郡農業事務

所における施設の拡充を図って、大学教育研究機関との協力のもと

州農業局および 10 郡農業事務所における持続的農業の普及に係る

拠点化を目指す。これらの拠点を活用して、郡代表農家 50名程度（各

コミューンより 4 名以上）で構成される郡持続的農業推進グループ

を対象として、資源循環型農法の技術研修会を実施していく。 

活動 3－1：州農業局および 10郡農業事務所における施設の拡充（1

年目および 2年目） 

①堆肥槽、苗床等の拡充施設設置箇所を確認し設置する 

②集会用テント、ビニール椅子の保管場所を確認し設置する 

③州農業局および郡農業事務所の職員による持続的農業の普及に関

する委員会を立ち上げ、施設利用・管理に関する委員会規約を作成

する 

④設置後の施設の利用管理に関するアンケート調査を実施し、調査

結果に基づき施設利用・管理システムを改善する 

活動 3－2：郡持続的農業推進グループ（構成：郡代表農家（各郡 50

名程度））に対する資源循環型農法の技術研修（1年目および 2年目：

年 5回） 

①郡持続的農業推進グループメンバーの選考基準を策定する 

②各郡における郡持続的農業推進グループメンバー（郡代表農家 50

名程度（各コミューンより 4名以上）で構成）を選定する 

③郡持続的農業推進グループメンバーリストを作成し、ベースライ

ン調査を実施する。事業完了時にも同様の調査を実施して、その両
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者を比較して事業効果を明確にする 

④持続的農業の普及プログラムに基づき、各郡で資源循環型農法技

術研修会の実施案を策定する 

⑤持続的農業の普及プログラムに基づき、各郡で資源循環型農法技

術研修会を実施して、終了後に参加した郡代表農家を対象に理解度

テストを実施して習得度を測る 

⑥郡農業事務所担当者および技術研修会に参加した郡持続的農業推

進グループメンバーを対象としたアンケート調査を実施し、調査結

果に基づき持続的農業の普及プログラムを改善する 

⑦活動 4「一般農家への資源循環型農法の普及」で活用する資源循

環型農法ガイド冊子に反映する 

活動 4：一般農家への資源循環型農法の普及（1年目から 3 年目） 

活動 3－2 において技術研修を受けて資源循環型農法を習得した

郡持続的農業推進グループ（構成：郡代表農家 50名程度（各コミュ

ーンより 4名以上））が中心となって、一般の現地農家に資源循環型

農法を普及するものである。具体的には、郡持続的農業推進グルー

プメンバーに州農業局および郡農業事務所の職員が協力して、3 年

間で延べ 3,000名の一般農家を対象として、資源循環型農法（堆肥・

ペレット堆肥づくり、液肥・生物起源防虫液づくり等）をワークシ

ョップ形式で普及していく。併せて、一般農家の日常における資源

循環型農法の疑問にも対応できるように、各郡に郡モデル圃場を設

置して各郡全域において資源循環型農法を広く普及していく。 

活動 4－1：一般農家に対する資源循環型農法のワークショップ（1

年目から 3年目：年 20回／郡） 

①持続的農業の普及プログラムに基づき、一般農家を対象とした資

源循環型農法ワークショップの実施案を各郡で策定する 

②持続的農業の普及プログラムに基づき、作成した資源循環型農法

ガイド冊子（「土壌肥沃度改善」、「病害虫防除」、「潅漑技術」の三分

冊で構成）を活用して各郡でワークショップを実施して、終了後に

参加した一般農家を対象に理解度テストを実施して習得度を測る 

③郡農業事務所担当者、グループメンバー、一般農家を対象とした

アンケート調査を実施し、調査結果に基づき持続的農業の普及プロ

グラムを改善する 

活動 4－2：郡モデル圃場の設置と運用（1年目から 3年目） 

①郡モデル圃場の選考基準を策定する 

②各郡において郡モデル圃場（2圃場）を選定する 

③郡モデル圃場のリストを作成する 

④持続的農業の普及プログラムに基づき、一般農家を対象とした資

源循環型農法の普及を目指して、郡モデル圃場を運用する 

⑤インタビューおよびアンケート調査を実施して、調査結果に基づ

いて郡モデル圃場における運用方針を改善する 

活動 5：減化学肥料・減農薬農産物の流通販売を目指した基盤づく

りの促進（3年目） 

  生産される農作物は自然環境の影響を受けやすく日々安定的な供

給を行うためには、農産物取扱企業との密な調整の上での集荷シス

テムに加えて、鮮度を維持できる出荷システムの構築が重要となる。

そのため、100 名程度の現地農家（郡代表農家と一般農家で構成）

持続的農業の普及プログラム： 州農業

局、郡農業事務所、現地農家の視点から、

本申請内容の目的、実施内容・手順、ス

ケジュール、実施体制等を共有して、持

続的農業の普及プログラムとして位置づ

ける。 
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を対象に、農業見本市への出展、集出荷トレーニングの実施、集出

荷システムの基盤構築、農産物取扱企業との連携化を通して、減化

学肥料・減農薬農産物の流通販売を目指した基盤づくりを促進する。 

活動 5－1：農業見本市への出展（3年目） 

①郡持続的農業推進グループメンバーに州農業局および郡農業事務

所職員が協力して、減化学肥料・減農薬農産物の集出荷メンバーを

選定する 

②減化学肥料・減農薬農産物の集出荷メンバーリストを作成する 

③集出荷メンバーに州農業局および郡農業事務所職員が協力して、

出展する農業見本市を選定する 

④集出荷メンバーが中心となり展示品を策定する 

⑤集出荷メンバーが中心となって、農業見本市に出展する 

⑥インタビューおよびアンケート調査を実施して、その調査結果に

基づいて集出荷システムを検討する 

活動 5－2：集出荷トレーニングの実施（3年目） 

①集出荷メンバーに州農業局および郡農業事務所職員が協力して、

契約を締結する農産物取扱企業を選定する 

②農産物取扱企業による集出荷トレーニングを実施する 

③インタビューおよびアンケート調査を実施して、その調査結果に

基づいて集出荷システムを検討する 

活動 5－3：集出荷システムの基盤構築（3年目） 

①集出荷メンバーに州農業局および郡農業事務所職員が協力して集

出荷システムを策定する 

②農業見本市や集出荷トレーニングを経験した集出荷メンバーが中

心となって、減化学肥料・減農薬農産物の集出荷の運用を開始する。

具体的には、「現地のニーズに基づいた作目および作付体制の選択」、

「効率的な集荷体制の確立」、「出荷に向けた統一的な基準の下での

出荷調整」を進める 

③インタビューおよびアンケート調査の実施と調査結果に基づき、

集出荷システムの運用方針を改善する 

活動 5－4：農産物取扱企業との連携化（3年目） 

①集出荷メンバーが中心となって、出荷トレーニングを実施した農

産物取扱企業らとの連携を検討する 

②農産物取扱企業との事業終了後 1 年以内の契約締結を目指して、

運用を開始する 

活動 6：持続可能な農業生産基盤の普及を目指したネットワークの

強化（1年目から 3 年目） 

年度末に一度、事業評価報告会を開催して、必要に応じて事業内

容の見直しを行う。持続可能な農業生産基盤の普及を目指したネッ

トワークを強化するため、ニュースレター「 Sustainable 

Agriculture in Kampong Cham」を発行して広く配布する。具体的に

は、カンボジア農林水産省、コンポンチャム州のみならず周辺の州

農業局、コンポンチャム州事業対象の郡農業事務所、郡代表農家、

一般農家、大学等間の情報共有によるネットワーク強化を図る。 

活動 6－1：事業評価報告会の開催（各年度末に 1回） 

①事業評価委員（日本国内大学教員等 2名、タイ国大学教員等 2名、

カンボジア国大学教員等 2名）を選定する 

集出荷システム： 集出荷システムとは、

消費者の需要への対応や安定供給を目指

した栽培農産物（野菜）の選定、栽培・

収穫計画、収穫した農産物の選別、下処

理、包装、運搬までのシステムを指して

いる。 
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②事業評価委員による現地視察と関連資料の確認を行う 

③OECD-DACの 5項目に基づき事業評価報告書を作成する 

④カンボジア国の関係行政機関、教育研究機関、郡代表農家、一般

農家等を対象に事業評価報告会を年度末に 1回開催する 

活動 6－2：ニュースレター「Sustainable Agriculture in Kampong 

Cham」の発行・配布（年 1回） 

①事業報告と評価結果を掲載したニュースレター案を作成する 

②ニュースレターの編集と発行を行う 

③関係機関へニュースレターを配布する 

裨益人口:計約 557,496名 

- 直接裨益人口：計約 3,025名 

     内訳：州農業局および郡農業事務所職員 25名 

       ：一般農家 約 3,000名 

- 間接裨益人口：554,471名 

内訳：コンポンチャム州内全農業従事者 557,496名※より直

接裨益人口 3,025名を除いたもの 554,471名 
※コンポンチャム州内全農業従事者人口は 2013年のカンボジア計画

省統計局によるデータに基づく 

（４）持続発展性 近年、カンボジア国では農林水産省を中心に、適正な化学肥料と

農薬の施用方法を普及するとともに、資源循環型農法である有機栽

培や減化学肥料・減農薬の特別栽培の普及に向けた取り組みが始ま

っている。特に果樹や野菜の栽培においては、土壌改善を目指した

有機材の適用とともに、農地での適正な化学肥料や農薬の施用を推

奨しているところである。そのため、本事業はカンボジア国農林水

産省、特にコンポンチャム州農業局からの強い要請を受けたもので

ある。本事業案件についても、コンポンチャム州農業局や郡農業事

務所、王立農業大学とともに議論を重ねて立案したものであり、本

事業における持続発展性は非常に高い。 

具体的には、事業終了後においても州農業局および郡農業事務所

の職員らが日常の業務において、設置した施設や物品等の維持管理

に当たるとともに、一般農家に対しても資源循環型農法や適正な化

学肥料と農薬の施用方法を継続して普及していく。また普及する過

程で生じた現場の問題については大学と連携して問題解決に当たる

とともに、コンポンチャム州農業局および郡農業事務所は､適時大学

から学生をインターンとして引き受ける。活動を通して取得したデ

ータについてはコンポンチャム州農業局および郡農業事務所はカン

ボジア王立農業大学およびコンポンチャム農業大学の教員・研究員

が教育研究で使用することを認め、共にウィンウィンの関係を構築

していく。さらに、郡モデル圃場管理者は日常の営農活動の傍ら、

地域における資源循環型農法の篤農家として郡内で運用を継続して

いく。 

 

（５ （５）期待される成果と成

果を測る指標 

成果 1：州農業局および郡農業事務所の職員（計 25名）の持続的農

業普及に係わる能力が強化される 

指標: 

1-(1) 2 年目第 4 四半期終了時までに州農業局および郡農業事務所
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の職員 25名における持続的農業の普及に係る能力が向上し、

理解度テストで全員が正解率 80%以上に達する。特に 1 年目

終了時までには、州農業局および郡農業事務所の職員 25 名

における持続的農業の普及に係る能力が向上し、理解度テス

トで 20名(80%)以上が正解率 70%以上に達する 

1-(2) 資源循環型農法ガイド冊子（各冊子 3,000部、合計 9,000部）

が以下の期日までに編集発行されて、一般農家への資源循環

型農法の普及に活用される 

「病害虫防除」3,000部：2年目第 2四半期終了時まで 

「土壌肥沃度改善」3,000部：3年目第 1四半期終了時まで 

「潅漑技術」3,000部：3年目第 2四半期終了時まで 

特に 1年目終了時までには、資源循環型農法ガイド冊子（「土

壌肥沃度改善」、「病害虫防除」、「潅漑技術」の三分冊で構成）

のうち、「土壌肥沃度改善」と「病害虫防除」のドラフトを作

成する 

成果 2：大学教育研究機関と州農業局および郡農業事務所との協力

体制が構築される 

指標： 

2-(1) 1 年目第 1 四半期終了時までに、大学教育研究機関と州農業

局および郡農業事務所との協力活動実施案が策定され、1 年

目第 2四半期終了時までに協定書が締結される 

2-(2) 1 年目から 2 年目終了時まで、州農業局および郡農業事務所

の職員を対象としたカンボジア国内における技術研修（活動

1-1）、または州農業局および郡農業事務所が実施する郡代表

農家を対象とした技術研修（活動 3-2）に年 25回以上大学教

育研究機関が協力する 

2-(3) 1 年目から 3 年目終了時まで、一般農家を対象とした資源循

環型農法のワークショップ（活動 4-1）においても大学教育

研究機関が協力する。特に 3 年目においては、年 20 回以上

大学教育研究機関がワークショップの開催に協力する 

成果 3：州農業局および郡農業事務所が持続的農業の普及における

拠点となる 

指標： 

3-(1) 2 年目第 3 四半期終了時までに、州農業局および郡農業事務

所における持続的農業の普及に係る以下の施設が整備される 

州農業局に設置（2年目第 2四半期終了時までに） 

・ペレットセンター（計 1ケ）・ペレット成形機（計 1台） 

   ・破砕機（計 1台） ・攪拌機（計 1台） 

・コンクリート製堆肥槽（計 1槽） 

郡農業事務所に設置（ 1年目第 3四半期終了時までに） 

・木製堆肥槽（計 10槽） 

州農業局および郡農業事務所に設置 

（ 2年目第 3四半期終了時まで） 

・苗床（計 11箇所） ・液肥作成用タンク（計 22ケ） 

・生物防虫液作成用タンク（計 22ケ） 

・揚水ポンプ（計 11台） ・灌水用ホース（計 11巻） 

・固定具（計 11式） 
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・集会用テント（計 11式） ・ビニール椅子（計 550脚） 

・看板（計 11枚） 

特に 1 年目終了時までには、州農業局および郡農業事務所に

おける持続的農業の普及に係る以下の施設が整備される 

・木製堆肥槽（計 10槽） 

・液肥作成用タンク（計 22ケ） 

・生物防虫液作成用タンク（計 22ケ） 

      ・苗床（計 11箇所） 

・集会用テント（計 11式） 

・プラスチック椅子（計 550脚） 

・看板（計 11枚） 

3-(2) 2 年目第 4 四半期終了時までに、州農業局および郡農業事務

所の持続的農業の普及に関する委員会が立ち上がる 

3-(3) 1 年目第 4四半期終了時までに、郡代表農家 50名程度（各コ

ミューンより 4名以上）で構成される郡持続的農業推進グル

ープが州内で 10グループ形成される 

3-(4) 州農業局および郡農業事務所における資源循環型農法の技術

研修会が実施されて、2 年目第 4 四半期終了時までに郡代表

農家 50 名程度（各コミューンより 4 名以上）で構成される

郡持続的農業推進グループ（州全体で 500名程度）メンバー

が技術を習得し、3年目第 4四半期終了時までにその内の 60%

以上が実践する。特に 1 年目終了時までには、郡代表農家 50

名程度（各コミューンより 4名以上）で構成される郡持続的

農業推進グループ（州全体で 500 名程度）の 80%（400 名）

以上が技術研修会の実施内容の 80%以上を受講し、その 50%

以上が資源循環型農法の実践を開始する 

成果 4：一般農家に資源循環型農法が普及する 

指標： 

4-(1) 郡持続的農業推進グループに郡農業事務所が協力して、堆

肥・ペレット堆肥づくり、液肥・生物起源防虫液づくり、節

水潅漑等の資源循環型農法のワークショップが実施されて、

3 年目第 4 四半期終了時までに、延べ 3,000 名の一般農家が

技術を習得し、その内の 60%以上が実践する。特に 1 年目終

了時までには、800 名以上の一般農家がワークショップの実

施内容の 80%以上を受講する 

4-(2) 1 年目第 4 四半期終了時までに、郡モデル圃場（20か所）が

設置されて周辺の一般農家を対象に資源循環型農法の普及

が開始される。この郡モデル圃場を活用して、3 年目第 4 四

半期終了時までに延べ 2,000名の一般農家が資源循環型農法

の技術を習得し、その訪問者の 60%以上が実践する 

成果 5：減化学肥料・減農薬農産物の流通販売を目指した基盤づく

りが促進される（3年目） 

指標： 

5-(1) 郡持続的農業推進グループや一般農家等の 100 名以上によっ

て構成される集出荷メンバーが選定される。集出荷メンバー

が中心となり、3 年目第 2 四半期終了時までに、農業見本市

に一回出展する 



（様式１） 
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5-(2) 3 年目第 3 四半期終了時までに、農産物取扱企業 1 社以上に

よる集出荷メンバーを対象とした集出荷トレーニングが完

了する 

5-(3) 3 年目第 4 四半期終了時までに、集出荷メンバーによって減

化学肥料・減農薬農産物の集出荷システムの基盤が出来上が

る。具体的には以下を目指す 

・現地のニーズから作目が選択され、作付体制が計画される 

・集荷場が決まるとともに効率的な集荷体制が確立される 

・出荷の統一的な基準が設けられ、出荷調整体制が整えられる 

5-(4) 農産物取扱企業との連携を深め、事業終了後 1 年以内の契約

締結を目指す 

成果 6：持続可能な農業生産基盤の普及を目指したネットワークが

強化される 

指標： 

6-(1) カンボジア国の関係行政機関、教育研究機関、郡代表農家、

一般農家等の出席のもと、各年度末に 1回、事業評価報告会

が開催される 

6-(2) 事業内容および事業評価報告会を取りまとめたニュースレタ

ー「Sustainable Agriculture in Kampong Cham」が年に 1

回 5,000部発行され、関係機関（コンポンチャム州のみなら

ず周辺の州農業局、コンポンチャム州事業対象の郡農業事務

所、郡代表農家、一般農家、大学等）に配布される 


